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議案第４８号 

 

 

さぬき市税条例の一部改正について 

 

 

 さぬき市税条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２３年６月２３日提出   

 

さぬき市長 大 山 茂 樹   

 



2 

   さぬき市税条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市税条例（平成１４年さぬき市条例第５３号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１８条の４中「条例第５８条」の次に「。以下「手数料条例」という。」を加え

る。 

 第７３条の２中「さぬき市手数料条例（平成１４年さぬき市条例第５８号。以下

「手数料条例」という。）」を「手数料条例」に改める。 

 附則第１９条第１項中「第２項第１号」を「次項第１号」に改める。 

 附則に次の２条を加える。 

（東日本大震災に係る雑損控除額等の特例） 

第２２条 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４２条第３項に規定する特

例損失金額（以下この条において「特例損失金額」という。）については、平成２

２年において生じた法第３１４条の２第１項第１号に規定する損失の金額として、

この条例の規定を適用することができる。この場合において、第３４条の２の規

定により控除された金額に係る当該特例損失金額は、その者の平成２４年度以後

の年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、平成２３年において

生じなかったものとみなす。 

２ 前項の規定の適用を受けた所得割の納税義務者の同項の規定により適用される

第３４条の２の規定により控除された金額に係る特例損失金額が平成２４年以後

の各年において生じたものである場合における同項の規定の適用については、同

項中「平成２３年」とあるのは、｢当該特例損失金額が生じた年｣とする。 

３ 第１項前段の場合において、第３４条の２の規定により控除された金額に係る

特例損失金額のうちに、同項の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第４８

条の６第１項に規定する親族の有する法附則第４２条第３項に規定する資産につ

いて受けた損失の金額（以下この条において「親族資産損失額」という。）がある

ときは、当該親族資産損失額は、当該親族の平成２４年度以後の年度分の市民税

に係るこの条例の規定の適用については、平成２３年において生じなかったもの

とみなす。 

４ 第１項の規定の適用を受けた所得割の納税義務者の同項の規定により適用され

る第３４条の２の規定により控除された金額に係る親族資産損失額が平成２４年

以後の各年において生じたものである場合における前項の規定の適用については、

同項中「平成２３年」とあるのは、「当該親族資産損失額が生じた年」とする。 

５ 第１項の規定は、平成２３年度分の第３６条の２第１項又は第４項の規定によ

る申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される時までに提

出されたもの及びその時までに提出された第３６条の３第１項の確定申告書を含
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む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載がある場合（これらの申告

書にその記載がないことについてやむを得ない理由があると市長が認める場合を

含む。）に限り、適用する。 

（東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期限の特例） 

第２３条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき東日本大震災の被災者等に

係る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）第１３条

第１項の規定の適用を受けた場合における附則第７条の３及び附則第７条の３の

２の規定の適用については、附則第７条の３第１項中「租税特別措置法第４１条

又は第４１条の２の２」とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法

律の臨時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）第１３条第１項の規定に

より読み替えて適用される租税特別措置法第４１条又は同項の規定により適用さ

れる租税特別措置法第４１条の２の２」と、「法附則第５条の４第６項」とあるの

は「法附則第４５条第２項の規定により読み替えて適用される法附則第５条の４

第６項」と、附則第７条の３の２第１項中「租税特別措置法第４１条又は第４１

条の２の２」とあるのは｢東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例

に関する法律第１３条第１項の規定により読み替えて適用される租税特別措置法

第４１条又は同項の規定により適用される租税特別措置法第４１条の２の２」と、

「法附則第５条の４の２第５項」とあるのは｢法附則第４５条第２項の規定により

読み替えて適用される法附則第５条の４の２第５項」と、同条第２項第２号中「租

税特別措置法第４１条の２の２」とあるのは「東日本大震災の被災者等に係る国

税関係法律の臨時特例に関する法律第１３条第１項の規定により適用される租税

特別措置法第４１条の２の２」とする。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則に２条を加える改正規定（附

則第２３条に係る部分に限る。）は、平成２４年１月１日から施行する。 
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議案第４９号 

 

 

さぬき市乳幼児医療費の支給に関する条例の一部改正について 

 

 

さぬき市乳幼児医療費の支給に関する条例の一部を別紙のとおり改正することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２３年６月２３日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市乳幼児医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市乳幼児医療費の支給に関する条例（平成１４年条例第１１２号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第１項中「達した日の属する月の末日」を「達する日以後の最初の３月３１

日」に改める。 

第５条第３項を削る。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、平成２３年８月１日から施行し、この条例（第５条第３項を削る改

正規定を除く。）による改正後のさぬき市乳幼児医療費の支給に関する条例の規定

は、平成２３年４月１日以後に受けた医療に係る医療費の支給について適用する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前に受けた医療に係る第５条第１項ただし書の申請の期限につ

いては、なお従前の例による。 
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議案第５０号 

 

 

さぬき市母子家庭等医療費支給に関する条例の一部改正について 

 

 

さぬき市母子家庭等医療費支給に関する条例の一部を別紙のとおり改正すること

について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に

基づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２３年６月２３日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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   さぬき市母子家庭等医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

 さぬき市母子家庭等医療費支給に関する条例（平成１４年さぬき市条例第１１３

号）の一部を次のように改正する。 

 題名を次のように改める。 

   さぬき市ひとり親家庭等医療費支給に関する条例 

 本則中「母子家庭等」を「ひとり親家庭等」に、「母子等」を「ひとり親家庭等」

に改める。 

 第２条第１項第１号中「次号において同じ。」を削り、同項第２号中「配偶者のな

い女子」を「前号及び第４号に掲げる者」に改め、同項第４号中「が現に扶養して

いる児童」を「で現に児童を扶養しているもの」に改め、同項第５号中「姉が現に

児童である弟妹を扶養している場合の姉等」を「者が現に児童を扶養している場合

」に改め、「第１号」の次に「及び前号」を加える。 

 第６条第２項を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２３年８月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後のさぬき市母子家庭等医療費支給に関する条例の規定は、この条例の施

行の日以後に受けた医療に係る医療費の支給について適用し、同日前に受けた医

療に係る医療費の支給については、なお従前の例による。 
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議案第５１号 

 

 

さぬき市重度心身障害者等医療費支給に関する条例の一部改正について 

 

 

 さぬき市重度心身障害者等医療費支給に関する条例の一部を別紙のとおり改正す

ることについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の

規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２３年６月２３日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市重度心身障害者等医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市重度心身障害者等医療費支給に関する条例（平成１４年さぬき市条例第

１２２号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２項を削る。 

第７条第１項中「前条第１項」を「前条」に改める。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２３年８月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行前に受けた医療に係る第６条の申請の期限については、なお従

前の例による。 

 



10 

議案第５２号 

 

 

さぬき市農業委員会委員の定数等に関する条例の一部改正について 

 

 

 さぬき市農業委員会委員の定数等に関する条例の一部を別紙のとおり改正するこ

とについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定

に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

平成２３年６月２３日提出   

 

さぬき市長 大 山 茂 樹   
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さぬき市農業委員会委員の定数等に関する条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市農業委員会委員の定数等に関する条例（平成１４年さぬき市条例第２０

４号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「の設置、」を「及び」に改め、「及び部会を構成する委員の定数」を削

る。 

第４条を削る。 

 附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５３号 

 

 

さぬき市都市公園条例の一部改正について 

 

 

 さぬき市都市公園条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を

求める。 

 

 

平成２３年６月２３日提出   

 

さぬき市長 大 山 茂 樹   
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   さぬき市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市都市公園条例（平成１４年さぬき市条例第１８３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表津田総合公園の項の次に次のように加える。 

下所運動広場 さぬき市造田是弘２６２番

地１ 

 さぬき市運動公園条例第２

条の下所運動広場をいう。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後のさぬき市都市公園条例の規定は、平

成２３年４月１日から適用する。 
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議案第５４号 

 

 

工事請負契約の締結について（平成２３～２４年度大川第一・天王統合 

中学校建設工事） 

 

 

平成２３～２４年度大川第一・天王統合中学校建設工事について、次のとおり請

負契約を締結したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第５号及びさぬき市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（平成１４年さぬき市条例第４９号）第２条の規定に基づき、議会の議決を求め

る。 

 

 

平成２３年６月２３日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

１ 契約の目的  平成２３～２４年度大川第一・天王統合中学校建設工事 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契約の金額  一金１，１７６，０００，０００円 

うち消費税及び地方消費税額５６，０００，０００円 

４ 契約の相手方 香川県高松市サンポート２番１号 

         大成建設株式会社四国支店 

         支店長 金 井 隆 夫 
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議案第５５号 

 

 

工事請負契約の締結について（平成２３～２４年度大川第一・天王統合 

中学校機械設備工事） 

 

 

平成２３～２４年度大川第一・天王統合中学校機械設備工事について、次のとお

り請負契約を締結したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第５号及びさぬき市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例（平成１４年さぬき市条例第４９号）第２条の規定に基づき、議会の議決を

求める。 

 

 

平成２３年６月２３日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

１ 契約の目的  平成２３～２４年度大川第一・天王統合中学校機械設備工事 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契約の金額  一金２０５，８００，０００円 

うち消費税及び地方消費税額９，８００，０００円 

４ 契約の相手方 香川県高松市香西東町６４５番地１ 

         後藤設備工業株式会社 

         代表取締役 阿 部 干 城 
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議案第５６号 

 

 

工事請負契約の締結について（平成２３～２４年度大川第一・天王統合 

中学校電気設備工事） 

 

 

平成２３～２４年度大川第一・天王統合中学校電気設備工事について、次のとお

り請負契約を締結したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第５号及びさぬき市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関す

る条例（平成１４年さぬき市条例第４９号）第２条の規定に基づき、議会の議決を

求める。 

 

 

平成２３年６月２３日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

１ 契約の目的  平成２３～２４年度大川第一・天王統合中学校電気設備工事 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契約の金額  一金１６６，９５０，０００円 

うち消費税及び地方消費税額７，９５０，０００円 

４ 契約の相手方 香川県高松市寺井町２３９番地３ 

         讃州電気工事株式会社 

         代表取締役 佐 藤 隆 男 

 


